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　平成 25 年第 6次医療計画において「がん，脳卒中，急性心筋 塞，糖尿病」に「精神疾患」





　2013 年第 66 回WHO総会において包括的メンタルヘルスアクションプラン 2013-2020 が採

















































































たままであり，1931 年精神病者総数 7万人余りに対し，収容数は約 15,000 人，病院は 98 施設























4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ことが必要」。（傍点筆者）
　翌 1965（昭和 40）年の改正では，通院医療費の二分の一を公費負担する制度が新設された。

























































































とは本人の医療機関内での処遇に対する請求権ともかかわる。精神保健福祉法第 38 条の 4で
は，本人もしくは家族等が都道府県知事に対し，退院請求や処遇改善のために必要な措置を採
ることを命じることを求めることができるとしている。実際の審査結果はというと，厚生労働
省によると平成 26 年度精神医療審査会への退院請求の総数 2,437 件に対し，入院又は処遇が


































平成 27 年 11 月）が出されている。この中で，メンタルヘルス対策とは，事業所において事業
者が講ずるように努めるべき労働者の心の健康の保持増進のための措置のことをいう（労働安
全衛生法第 70 条の 2）としている。他にも労働安全衛生法改正によるストレスチェック制度
を義務付けた「ストレスチェック制度の施行を踏まえた当面のメンタルヘルス対策の推進につ







悩み，ストレスとなっていると感じる事柄がある労働者は 59.5%（平成 27 年調査 55.7%）」，「ス
トレスとなっていると感じている事柄（主なもの 3つ以内）は「仕事の質・量」が，53.8%（平
成 27 年調査 57.5%）と最も多い」と結果が公表されている（11）。












































平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度
申請通報届出数（件） 21,046 23,177 24,729 25,922 28,346
措置入院患者数（人）
（各年度末現在）
 1,531  1,482  1,479  1,519  1,502
申請通報届出のうち
診察を受けた者数（人）


















































































































































































　病院に頼らない 1970 年代から始まったイタリアの精神保健改革は法律 180 号，通称バザー
リア法と呼ばれ知られているが，この改革に関する論稿が日本でも数多く紹介されている。バ
ザーリアと同時代に改革に携わった側からの視点（バザーリア 2017；ザネッティ，パルメ
ジャーニ 2016；レンツォ・デ・ステファニ，ヤコポ・トマージ 2015；シュミット，G. 2005；ジャ
ンニケッダ他 1992；他），バザーリアの思想，哲学，イタリア精神保健改革を読み解こうとす
るもの（松嶋 2015，2014，2011，2009，2008，2003，鈴木 2015，石川他 2012，中嶋 2011，美
馬 2010，水野 1996 他）などがある。イタリアの精神保健改革から学ぶこととして脱病院化，
脱制度化の思想と方法があげられる（18）。









































































































⑵　 この国連のケア原則と関連して，1996 年WHOは精神保健ケア法の基本となる 10 原則をリストアッ
プし，さらにその実施について注釈を加えている。
　　 MENTAL HEALTH CARE LAW: TEN BASIC PRINCIPLES with Annotations Suggesting 
Selected Actions to Promote their Implementation　　Division of Mental Health and Prevention of 
Substance Abuse　　World Health Organization Geneva, 1996
　　http://www.who.int/mental_health/media/en/75.pdf　（2017.10.12 閲覧）
⑶　 さらに昭和 6年末，精神病院法適用による入院患者の内訳は公立病院 1,535 人，代用病院 2,055 人に
対し，精神病者監護法適用による患者は 10,605 名，その他 59,536 名であったことが報告されており，
精神科病床の数が不足していたことを示している。『精神保健福祉行政のあゆみ』P.7中央法規（2000）




























　　 また，総務省によると，平成 26 年度の政令指定都市における行政不服審査法に基づく異議申し立て
のうち，精神保健福祉法における不服申し立て件数は 140 件で，前年度未処理の分とあわせて 145




講じる必要があるため，行政手続法第 13 条第 2項第 1号に該当することから，弁明の機会の付与の
適用除外とされている。精神保健福祉研究会『四訂精神保健福祉法詳解』中央法規 P447（2016）





⑿　 厚生労働省衛生行政報告より。ちなみに平成 18 年は通報 16,113 件，措置診察 8,024 件，措置入院件
数 5,524 件である。
⒀　 小池純子，森田展彰，針間博彦，中谷陽二（2009）らは，措置入院の現状を，医療観察法施行の影
響に着目しながら明らかにする目的で，平成 16 年 7 月 15 日から同 19 年 7 月 14 日までに，東京都















































佛教大学社会福祉学部論集　第 14 号（2018 年 3 月）
― 71 ―
造的要因との関連においても示唆に富むものである。
⒆　 イタリア 1968 年法 431 号により精神科への自由入院を認めるようになった。ここでの法制度につい
ては主に次の文献から整理を行った。
　　 水野雅文（1996，2017）松嶋健（2011）日本弁護士連合会（2014）








　　“Noi, sopravvissuti agli ospedali psichiatrici”: viaggio tra i malati usciti dagli Opg　（2017.10.28閲覧）
21　 松嶋（2009a2009b）によるとテリトリーは以下のように整理される。
　　 イタリア語では territorio，「地域サービス」は servizio territoriale であり，「地域精神医学」は





















































K.A.Huckshorn, 杉山直也他訳“Reducing Seclusion and Restraint Use in Mental Health Settings Core 










































日本弁護士連合会（2014）「第 57回人権擁護大会第 2分科会基調報告書　海外視察報告　第 2章イタリア」
日本精神神経学会法委員会「医療観察法の運用に関する指定入院医療機関向け調査および厚生労働省向
け調査の報告」精神神経学雑誌 116: 458-474（2014）
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